







































































































































































































(6) 日本の労働社会の特徴については、濱口桂一郎『新しい労働社会』岩波書店、2009 年。 
(7) 企業内福利厚生の展開については、土田武史「70 年代以降の企業福祉の展開－「生涯総合福祉プラン」




























































３分の１から 2 分の１へと引き上げること、後代負担の軽減のため約 200 兆円（積立比率で








































































て、a）週 20 時間以上、b）月額賃金 7.8 万円（年収 94）以上、c）勤続 1 年以上、d）学生は除
外、e）従業員 501 人以上という条件に合致する者に対して被用者保険を適用するというもの
で、実施は 2016 年４月から、対象者数は 45 万人ということであった。被用者保険が適用さ
れない非正規労働者数が 600 万人、そのうち短時間労働者が 380 万人といわれるなかで、わ
ずか 45 万人というのは余りにも少なすぎる。今後、早急な適用拡大が必要であろう。



































































































また、70 ～ 74 歳の患者一部負担を本則どおり２割に引き上げることが提示された。これ




















れる。日本の子ども・家族等への費用は、対 GDP 比でわずか 0.8％であり、３％台にあるス
ウェーデン、フランス、イギリス等に比べてきわめて低い水準にとどまっている。国民会議
だけではなく各方面から子ども・子育て対策の充実化が求められているが、それに振り向け
られる費用は低いままである。2014 年から消費税率の８％への引き上げが決まったが、それ
による税収入の増加分は、国民年金の国庫負担分（３分の１から２分の１への引上げに対応）
と高齢者三経費にあてる費用でほとんどが費やされ、社会保障改革の大きな眼目であった子
ども・子育てへの新規事業に対しては税収増加分の７％程度（3,500 億円）があてられるに
とどまるものといわれている。
おわりに
以上、ヨーロッパの改革の動向をみたうえで、日本の社会保障改革の動向について述べて
きた。確かに、社会保障・税一体改革関連法の制定、社会保障制度改革国民会議の検討等を
通じて、社会保障の機能強化が図られている。しかし、依然として高齢者対策に大きく傾斜
した制度体系が維持され、全世代型の社会保障制度への移行は程遠い状況にある。ヨーロッ
パ諸国の動きに比べると、労働分野と関連した社会保障のダイナミックな制度改革、とくに
若い世代に対する多様な生活支援策の展開、貧困者・障害者等への対応策の強化等において
明らかに見劣りがする。労働のよる生活保障機能の後退に対して社会保障の機能強化は十分
に図られていないといってよい。財源調達を含めてさらに幅広い対策が必要である。
 ＜了＞
